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１．目的 

 児童福祉法（昭和 22年法律第 164 号）に基づく障害児通所給付費の支給の要否や支給量の

決定に関する「支給基準」を定めることにより、当該支給決定手続きにおける透明性の確保

を図ります。また、利用者それぞれの心身等の状況や生活環境等に応じた適切な支援を行う

ための支給量決定における公平性を担保するとともに、障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律（平成 17 年法律第 123 号。以下「障害者総合支援法」という。）

に基づく障害福祉サービス費や地域生活支援事業との併給調整等についても整理することを

目的とします。 

 なお、この支給基準は、運用の状況や国の障害福祉サービスに係る負担基準を勘案しなが

ら定期的に見直しを行います。 

 (１) 支給量の決定は、対象児及び保護者のニーズに応じて作成されるサービス等利用計画

案に基づき決定します。 

 (２) この支給決定基準は、一人一人の支給量を決定する際の基準を定めるものであり、個々

のサービス利用者に対する支給量の上限とするものではありません。 

 

２．支給決定基準として定めるもの 

支給決定に当たっての基本的な考え方及び支給決定の方法、支給基準、地域生活支援事業

を含む併給関係 

 (１ ) 障害児通所支援 

 ・ 児童発達支援 

 ・ 放課後等デイサービス 

 ・ 保育所等訪問支援 

 ・ 居宅訪問型児童発達支援 

 (２) 地域生活支援事業 

 ・ 日中一時支援 

 

 障害者総合支援法に基づくサービス及び地域生活支援事業の他のサービスについては、「介

護給付費等に係る支給決定事務等について（事務処理要領）」、「障害福祉サービス支給決定基

準」及び「障害児通所給付費に係る通所給付決定事務等について」に拠り決定することとし

ます。 

 

３．その他 

 (１) サービス利用の対象となる支援を必要とする児童（以下、「要支援児」という。）とは、

身体障害者手帳、療育手帳や精神障害者保健福祉手帳の所持は問いませんが、身体障害、

知的障害、精神障害（発達障害を含む。）及び難病患者である 18 歳未満の児童が対象と

なります。 

なお、障害児通所支援を利用する際は、当該児童が「要支援児」であることの医師の診

  Ⅰ はじめに 
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断又は各種手帳の交付がない場合でも、市が実施する発達相談や発達検査等において、

発達遅滞が認められ、早期療育の必要性が認められた場合や当該児童に発達障害の疑い

があり、療育が必要との医師の意見書が提出された場合は、要支援児に準じるものとし

て判断します。 

この場合、児童の発達の度合いを考慮し、発達検査や意見書は申請日から３か月以内

のものを有効なものとして取り扱うとともに、児童発達支援から放課後等デイサービス

に移行する際など、適時、サービスの継続申請に当たって、診断書等の添付を求め、「要

支援児」であることの確認を行います。 

 (２) 児童福祉法及び本市規則により分類されている障害福祉サービス等の種類ごとに基準

を定めます。 

 (３) 支給決定において勘案すべき事項は、児童福祉法第 21条の５の７及び児童福祉法施行

規則第 18条の 10 で定められた事項とします。 

 (４) 支給決定事務をすすめるに当たっては、「児童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該

当通所支援に要する費用の額の算定に関する基準（平成 24 年３月 14 日厚生労働省告示

第 122 号）」並びに当該報酬告示に係る厚生労働省の「留意事項通知」及び「障害児通所

給付費に係る通所給付決定事務等について」などの通知を参考とします。 

 (５) 各種サービスの利用に係る状態像や報酬区分及び加算の算定要件の一つである「重症

心身障害児」の認定については、報酬告示において「重度の知的障害及び重度の肢体不

自由が重複している者（児童）」とされています。本市においては近隣自治体の取扱いに

準じ、療育手帳における障害の程度が「Ａ」、かつ、身体障害者手帳における障害等級が

「１級」又は「２級」（いずれも肢体不自由・体幹障害等に限る。）である者として取り扱

う他、手帳所持者でない者については、医師の診断書等に基づき当該障害の程度をいわ

ゆる「大島分類」を用いて認定するものとします。 

なお、身体障害児においては、過去の身体の状態に基づき交付された身体障害者手帳

における障害等級が「１級」又は「２級」である場合であっても、支給申請時における当

該障害児の身体の状況が認定調査等によって手帳取得時の状態と明らかに異なり、重度

の肢体不自由の状態ではないと判断される場合は、重症心身障害児としては認定しない

ものとします。 

 (６) 医療的ケア児については、年に１回、受給者証の更新時に、「障害福祉サービス等利

用における医療的ケア判定スコア」が必要です。該当児童の主治医に作成いただき、更

新申請等と併せて、相談支援員からスコアの写しを提出いただくものとします。 

 (７) 個別サポート加算及び強度行動障害の加算等に係る確認については、「児童通所支援

調査シート」に拠るものとします。当該シートについては、相談支援員から更新等の申

請時に提出いただくものとしますが、内容の確認のため、相談員やサービス提供事業所

に内容を確認する場合があります。 

 (８) 本基準の策定前からのサービス利用者で従前の決定支給量が、既に本基準に示す標準

支給量を上回っている場合は、段階的に本基準に示す標準的な支給量に適合させていく

ものとします。 
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１ 児童発達支援 

 日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練、その他

の必要な支援を行うサービス。 

 

【対象者】 

療育の観点から集団療育及び個別療育を行う必要があると認められる主に未就学の要支援

児 

（具体的には次のような未就学児） 

① 身体障害者手帳、療育手帳や精神障害者保健福祉手帳の所持者、自立支援医療の受給者、

難病患者 

② 医師の診断書、医師から意見書が提出された未就学児 

③ 市等が行う乳幼児健診や発達相談等で療育の必要性があると認められた未就学児 

 

【標準支給量】 〇 支給決定期間は１年以内 

①の未就学児 月５日～23 日 

②及び③の未就学児 月５日～15 日 

＊１ 保育所等に通所している未就学児については、その通所日数等も考慮した上で、児童

発達支援の支給量を検討することとし、計画案にも記載するようにしてください。 

＊２ ②及び③の未就学児については、監護者や介助者の急病等や当該未就学児が手帳はな

いが、日常生活に制限があるなど、手帳相当の状況である場合など、相当な理由がある

場合に限り、標準支給量を超える支給決定を行うことができます。 

 

【留意事項】 

 支給決定量については、週間計画表の利用回数に基づき下表のとおりとします。 

利用回数 週１回 週２回 週３回 週４回 週５回 

支給量(月) ５日 10日 15日 20日 23日 

 

 

２ 放課後等デイサービス 

 授業の終了後又は学校の休業日に、児童発達支援センター等の施設に通わせ、生活能力の

向上のために必要な訓練、社会との交流の促進その他の必要な支援を行うサービス。 

 

【対象者】 

学校教育法第１条に規定している学校（幼稚園及び大学を除く。）に就学しており、授業の

終了後又は休業日に支援が必要と認められた児童 

（具体的には次のような児童） 

① 身体障害者手帳、療育手帳や精神障害者保健福祉手帳の所持者、自立支援医療の受給者、

  Ⅱ 障害児通所支援サービスの種類と支給決定等について 
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難病患者 

② 医師の診断書、医師から意見書が提出された児童 

③ 児童発達支援から継続受給している児童 

 

【標準支給量】 〇 支給決定期間は１年以内 

①の児童 月５日～23 日 

②及び③の児童 月５日～15 日 

※ なお、②及び③の児童については、監護者や介助者の急病等や当該児童が手帳はないが、

日常生活に制限があるなど、手帳相当の状況である場合など、相当な理由がある場合に限

り、標準支給量を超える支給決定を行うことができます。 

 

【留意事項】 

 支給決定量については、週間計画表の利用回数に基づき下表のとおりとします。 

利用回数 週１回 週２回 週３回 週４回 週５回 

支給量(月) ５日 10日 15日 20日 23日 

 ※ 長期休業中の利用等の関係で、週の利用回数を超えて支給量を決定する場合には、計

画（案）でその旨の明記が必要です。 

 

※ 給付上限（23 日）を超える支給について 

 給付上限を超える給付については、介助者の体調不良等による一時的な対応を除いて原則

認められません。この場合、受給者証の交付については、３か月ごととします。 

 

 

３ 保育所等訪問支援 

保育所等を訪問し、要支援児に対して、要支援児以外の児童との集団生活への適応のため

の専門的な支援その他の支援を行うサービスです。 

【対象者】 

未就学児においては児童発達支援の対象者要件を、就学児においては放課後等デイサービ

スの対象者要件を満たしており、①保育所等の施設に通い、②集団での生活や適応に専門的

支援が必要である子どもです。 

 

 ※ 保育所等の施設とは、保育所、幼稚園、認定こども園、小学校、特別支援学校、児童ク

ラブ、乳児院、児童養護施設その他児童が集団生活を営む施設です。 

 

【標準支給量】 〇 支給決定期間は１年以内 

２日 
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※ 概ね２週間に１回程度の訪問を想定した支給量ですが、現に集団生活において不適応が

生じているなど緊急性の高い場合については、高頻度（最大月５日まで）の支援も可能で

す。あらかじめ、長寿・障害福祉課にご相談ください。 

 

 

４ 居宅訪問型児童発達支援 

 居宅を訪問し、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適

応訓練その他、必要な支援を行います。 

【対象者】 

 未就学児においては児童発達支援の対象者要件を、就学児においては放課後等デイサービ

スの対象者要件を満たしており、重度の障害その他これに準ずる状態にあり、児童発達支援

又は放課後等デイサービスを受け入れるために外出することが著しく困難であると認められ

た障害児。 

 ※ 重度の障害の状態その他これに準ずる状態とは次に掲げるものをいう。 

  ① 人工呼吸器を装着している状態その他日常生活を営むために医療を要する状態 

  ② 重い疾病のために感染症にかかるおそれがある状態 

【標準支給量】 〇 支給決定期間は１年以内 

５日 

※ 概ね１週間に１回程度の訪問を想定した支給量ですが、やむを得ない理由等により、10

日を上限とすることができます。詳細は、長寿・障害福祉課にご相談ください。 

 

５ 短期入所、居宅介護等 

 短期入所や居宅介護等、主に障害者向けのサービスについては、手帳を所持している障害

児のうち、５領域 11 項目の調査票による一定の条件等を満たしている必要があります。 

 また、行動援護の利用が可能な場合は、判定基準表により一定以上のスコアの方です。 

 いずれの調査票も、各項目の考え方については、障害支援区分の認定調査の基準によるこ

とから、当該調査の基準に則って判定、確認の必要があります。 

 区分認定調査の基準等については、厚生労働省のホームページで「認定調査員マニュアル」

を参照ください。 

 その他、児童総合相談所の意見書が必要なサービスもありますので、必ず事前にご相談く

ださい。 

 なお、標準的な支給量の基準については、次のとおりです。 

居宅介護（身体介護） 

（通院等介助有を含む場合） 

24 時間／月 

（32 時間／月） 

行動援護 47 時間／月 

短期入所 
15 日（年間 180 日以内。連続しては 30

日/月以内） 

 ＊ 補正係数については、障害者のサービスの基準に準ずる。 
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 標準的な支給量を超える場合は、別途協議、理由書（任意様式）等が必要ですので、事前に

ご相談ください。 

６ モニタリングについて 

  標準的なモニタリング期間 

頻度 対象児童 適用期間 

毎月 新規支給決定者（初めてサービスを利用する児童）＊ 

支給決定変更によりサービスの種類、内容又は量に著しく

変動があった児童＊ 

支給決定に係サービス

の利用開始日から当初

３か月程度 

３ 月 ご

と 

居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、短期入所、

就労移行支援を利用する児童（上記の＊に該当する者を除

く。） 

サービス支給決定期間

のうち、全期間（毎月実

施後の残期間） 

半 年 ご

と 

児童発達支援、放課後等デイサービス、保育所等訪問支援、

居宅訪問型児童発達支援を利用する児童（上記の＊に該当

する者を除く。） 

サービス支給決定期間

のうち、全期間（毎月実

施後の残期間） 

 

 【留意事項】 

〇 障がい児支援利用計画作成時のアセスメントについて、面接、担当者会議を省略するこ

とはできません。面接等のための訪問先については、面接等が可能な場所であれば可とし

ます（モニタリングも同様）。 

〇 令和４年度以降、新規でサービスを利用する児童について、障害児支援利用計画作成時

のアセスメントやモニタリングにおいては「サポートマップ」を作成し、保護者、障害児

相談支援事業所、通所支援事業所、保育所、幼稚園及び学校等と紙ベースにより共有して

ください。また、作成した「サポートマップ」については、市に提出する計画案又は本計画

に添付してください。 

〇 特に、保護者出席のもと実施されるモニタリング等については、出席する関係機関が書

面を持ち寄って会ができるよう、会を設定、調整するようにしてください。特にモニタリ

ングにおいては、当初作成した「サポートマップ」の達成状況、途中経過を確認できるよ

うにし、モニタリング報告書においてその内容を記載するようにしてください。 

 

 

＊ 発達相談記録等、診断書及び前住地の受給資格の取り扱いについて 

  いずれも有効期間は３か月間として取り扱います。本市が定めた診断書等の有効期間が

切れるまでに、支給決定に際し必要な書類を全て提出するようにしてください。但し、虐

待が疑われるケースであいぴあが介入しており、迅速な対応が必要な場合はこの限りでは

ありません。 
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 日中一時支援事業 

障害者等の家族の就労支援及び一時的な休息のため、障害福祉サービス事業所、障害者支

援施設等において、日中において障害者等に活動の場を提供し、見守り、社会に対応するた

めの日常的な訓練その他の支援を行うサービス。 

 

【対象者】 

次のいずれかに該当する児童等 

① 身体障害者手帳、療育手帳や精神障害者保健福祉手帳の所持者、自立支援医療の受給者、

難病患者 

【標準支給量】 〇 支給決定期間は１年以内 

①の児童等 月５日～23 日 

＊ ①以外の児童については、当該児童等が特別支援学級、特別支援学校に在籍している場

合、児童クラブ等での預かりが困難な場合、監護者や介助者の急病等、相当な理由がある

場合に限り、支給決定を行うことができます。 

 

【留意事項】 

 支給決定量については、週間計画表の利用回数に基づき下表のとおりとします。 

利用回数 週１回 週２回 週３回 週４回 週５回 

支給量(月) ５日 10日 15日 20日 23日 

 

※ 障害児通所支援サービスと併給の場合、障害児支援利用計画でのサービスの位置づけが

必要です。 

 

 

  

  Ⅲ 地域生活支援事業の支給決定等について 
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  Ⅳ 障害児通所支援サービスの流れ 

① 保護者が相談（健康増進課、あいぴあ、あいか、医療機関等） 

② 対象児が手帳を取得 

③ 保護者は、市に、サービス利用申請を行う。 

④ 保護者は障害児相談支援事業所と契約 

⑤ 計画相談支援事業所から市へ「サービス等（障害児支援）利用計画案」の提出 

（新規の方のみ、サポート調査票を計画相談支援員で作成し、計画案と併せて、提出。） 

⑥ 市は、障害福祉サービス等の支給決定し、利用者（保護者）へ受給者証を交付 

⑦ 利用者（保護者）はサービス提供事業者と契約 

⑧ 計画相談支援事業所による「サービス等（障害児支援）利用計画」の作成 

⑨ サービス利用開始 

＊定期的なモニタリング（最低６か月に１回。１年を超えてサービスを受給する場合は、

必ずモニタリングにより児童の成⾧の状況等を確認し、支給量やサービス内容を検討しま

す。） 

＊受給者証の期間は１年間 

＊更新や利用開始後に個別サポート加算が必要なケースについては、通所支援事業所によ

り作成し、保護者の承諾、モニタリングを経て、計画案又はモニタリングと併せて市に提

出。 

児童発達支援 放課後等デイサービス 保育所等訪問支援  
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（様式集） 
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「言葉をあまり話さない」「落ち着きがなく動き回る」「かんしゃくがひどく、毎日

のように泣きわめく」など、お子様の状態によっては、どのように我が子に関わった

らよいか分からず、不安を感じる保護者もおられるかもしれません。療育とは、発達

に特性等があるお子様に対して、本人に合った子育ての方法を保護者と一緒に考える

とともに、お子様の「社会の中で、自分らしく生きていく力」を高める支

援を行う場のことをいいます。例えば、言葉を使ったコミュニケーション

が難しいお子様には、発音の仕方を教えたり、言葉以外の伝達方法を一緒

に考えたりします。お子様の力が高まり、療育の必要性が少なくなると、

療育に行く回数を減らしたり、療育を終了したりします。 

 

 

 

療育が必要なお子様が利用できるサービスのことです。療育に通うために

は、保護者は、市役所に児童発達支援サービスの利用を申請する必要があり

ます。併せて、例えば「言葉やコミュニケーションに焦点を当てた支援をし

てほしい」「身体の使い方に焦点を当てた支援をしてほしい」など、お子様の

ニーズに応じた事業所を選択します。各事業所では、「個別の支援計画」が作

成され、それに基づいて支援が行われます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 児童発達支援サービスについて（未就学児） 

👉 児童発達支援サービスって何ですか？ 

👉 療育って何ですか？ 

。 

 

裏面へ 

👉 児童発達支援サービスを受けるまでの流れについて教えてください。 
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モニタリングとは、お子様の支援に関係する方が集まり、お子様の

現状や支援の状況について確認し、今後の支援について話し合う場で

す。保護者、相談支援事業所、児童発達支援事業所、保育所・幼稚

園、市の関係課職員等が集まり、３～６か月に１回程度設定されま

す。モニタリングの結果を踏まえて、「今後お子様が更に成長するに

は、療育をどれくらい利用したよいか」等について検討します。 

 

 

 

期間は１年間です。引続き支援の必要性がある場合には、モニタリングや診断書な

どにより判断します。モニタリングを行わないまま、引き続き支援を受けることはで

きません。 
 

 

 

保護者からの依頼により、療育のスタッフが保育所や幼稚園などお子

様が日中過ごされる施設を訪問し、集団生活への適応のために専門的な

支援を行うものです。この支援を通して、園がより一層、お子様にとっ

て安心・安全に過ごせる環境になり、保育や教育の効果を最大限に引き

出すことにつなげます。 

 

※ ご不明な点は、長寿・障害福祉課（℡66-3251）までお問い合わせください。  

👉 保育所等訪問支援って何ですか？ 

👉 モニタリングって何ですか？ 

👉 児童発達支援サービスを受けられる期間は？ 
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「落ち着きがなく動き回る」「かんしゃくがひどく、ものにあたる」など、お子様の状態

によっては、どのように我が子に関わったらよいか分からず、不安を感じる保護者もおられ

るかもしれません。療育とは、発達に特性等があるお子様に対して、本人に合った子育ての

方法を保護者と一緒に考えるとともに、お子様の「社会の中で、自分らしく生きていく力」

を高める支援を行う場のことをいいます。例えば、言葉を使ったコミュニケーションが難し

いお子様には、発音の仕方を教えたり、言葉以外の伝達方法を一緒に考えたりします。お子

様の力が高まり、療育の必要性が少なくなると、療育に行く回数を減らしたり、療育を終了

したりします。 

 

 

 

療育が必要なお子様が利用できるサービスのことです。療育に通うためには、保護者は、

市役所に放課後等デイサービスの利用を申請する必要があります。併せて、例えば「言葉や

コミュニケーションに焦点を当てた支援をしてほしい」「身体の使い方に焦点を当てた支援を

してほしい」など、お子様のニーズに応じた事業所を選択します。各事業所では、「個別の支

援計画」が作成され、それに基づいて支援が行われます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

放課後等デイサービス等について 

👉 療育って何ですか？ 

👉 放課後等デイサービスって何ですか？ 

。 

 

裏面へ 

👉 放課後等デイサービスを受けるまでの流れについて教えてください。 
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モニタリングとは、お子様の支援に関係する方が集まり、お子様の現状

や支援の状況について確認し、今後の支援について話し合う場です。保護

者、相談支援事業所、放課後等デイサービス事業所、学校等、市の関係課

職員等が集まり、３～６か月に１回程度設定されます。モニタリングの結

果を踏まえて、「今後お子様が更に成長するには、療育をどれくらい利用し

たらよいか」等について検討します。 

 

 

 

期間は１年間です。引続き支援の必要性がある場合には、モニタリングや診断書などによ

り判断します。モニタリングを行わないまま、引き続き支援を受けることはできません。 

 

 

 

保護者からの依頼により、療育のスタッフが学校などお子様が日中過ごされる施設を訪問

し、集団生活への適応のために専門的な支援を行うものです。この支援を通して、学校がよ

り一層、お子様にとって安心・安全に過ごせる環境になり、教育の効果を最大限に引き出す

ことにつなげます。 

 

 

 

  

👉 保育所等訪問支援って何ですか？ 

👉 モニタリングって何ですか？ 

👉 放課後等デイサービスを受けられる期間は？ 

※ ご不明な点は、長寿・障害福祉課（℡66-3251）にお問い合わせください。 
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５領域 11 項目 調査票 
 

 
 項 目 区 分 判断基準 

① 食事 

１ 全介助 全面的に介助を要する。 

２ 一部介助 おかずを刻んでもらうなど一部介助を要する。 

３ できる  

② 排せつ 

１ 全介助 全面的に介助を要する。 

２ 一部介助 便器に座らせてもらうなど一部介助を要する。 

３ できる  

③ 入浴 

１ 全介助 全面的に介助を要する。 

２ 一部介助 身体を洗ってもらうなど一部介助を要する。 

３ できる  

④ 移動 

１ 全介助 全面的に介助を要する。 

２ 一部介助 手を貸してもらうなど一部介助を要する。 

３ できる  

 

⑤ 

行

動

障

害

及

び

精

神

症

状 

(１ ) 強いこだわり、多動、パニ

ック等の不安定な行動や、

危険の認識に欠ける行動。 

１ ほぼ毎日 ・ほぼ毎日（週５日以上の）支援や配慮等が必要 

２ 週に１回以上 ・週に１回以上の支援や配慮等が必要 

３ ない  

(２ ) 睡眠障害者や食事・排せ

つに係る不適応行動（多

飲水や過飲水を含む）。 

１ ほぼ毎日 ・ほぼ毎日（週５日以上の）支援や配慮等が必要 

２ 週に１回以上 ・週に１回以上の支援や配慮等が必要 

３ ない  

(３) 自分を叩いたり傷つけた

り他人を叩いたり蹴ったり、

器物を壊したりする行為 

１ ほぼ毎日 ・ほぼ毎日（週５日以上の）支援や配慮等が必要 

２ 週に１回以上 ・週に１回以上の支援や配慮等が必要 

３ ない  

(４) 気分が憂鬱で悲観的

になったり、時には思

考力が低下する。 

１ ほぼ毎日 ・ほぼ毎日（週５日以上の）支援や配慮等が必要 

２ 週に１回以上 ・週に１回以上の支援や配慮等が必要 

３ ない  

(５ ) 再三の手洗いや繰り返

しの確認のため、日常動

作に時間がかかる。 

１ ほぼ毎日 ・ほぼ毎日（週５日以上の）支援や配慮等が必要 

２ 週に１回以上 ・週に１回以上の支援や配慮等が必要 

３ ない  

(６ ) 他者と交流することの

不安や緊張、感覚の過敏

さ等のため、外出や集団

参加ができない。また、自

室に閉じこもって何もし

ないでいる。 

１ ほぼ毎日 ・ほぼ毎日（週５日以上の）支援や配慮等が必要 

２ 週に１回以上 ・週に１回以上の支援や配慮等が必要 

３ ない  

(７) 学習障害のため、読

み書きが困難。 

１ ほぼ毎日 ・ほぼ毎日（週５日以上の）支援や配慮等が必要 

２ 週に１回以上 ・週に１回以上の支援や配慮等が必要 

３ ない  

                    ＊ 通常の発達において必要とされる介助等は除く。 

 
短期入所の単価区分 
 区分 評価基準 

 区分３ ①～④の項目のうち「全介助」が３項目以上又は⑤の項目のうち「ほぼ毎日」が１項目以上 

 
区分２ 

①～④の項目のうち「全介助」若しくは「一部介助」が３項目以上又は⑤の項目のうち「週に１回

以上」が１項目以上 

 区分１ 区分３又は区分２に該当しない児童で、①～④のうち「一部介助」又は「全介助」が１項目以上 

 

調査年月日    年  月  日 調査者 
 

フリガナ  
生年月日 

平成・令和 

    年   月   日 児童氏名  

申請する支援の種類・内容 

種 類 □短期入所 □ □ □ 
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重度訪問介護、行動援護及び重度障害者等包括支援の判定基準票（表２） 

 

 

 

行動関連項目 ０点 １点 ２点 

コミュニケー

ション 
日常生活に支障がない 

特 定

の者 

会話以外

の方法 

独自の

方法 

コミュニケーシ

ョンができない 

説明の理解 理解できる 理解できない 
理解できているか判断で

きない 

大声・奇声を

出す 

支 援 が

不要 

希に支援

が必要 

月に１

回以上 

週１回以上の支

援が必要 

ほぼ毎日（週５日以上の）

支援が必要 

異食行動 
支 援 が

不要 

希に支援

が必要 

月に１

回以上 

週１回以上の支

援が必要 

ほぼ毎日（週５日以上の）

支援が必要 

多動・行動停

止 

支 援 が

不要 

希に支援

が必要 

月に１

回以上 

週１回以上の支

援が必要 

ほぼ毎日（週５日以上の）

支援が必要 

不安定な子王

道 

支 援 が

不要 

希に支援

が必要 

月に１

回以上 

週１回以上の支

援が必要 

ほぼ毎日（週５日以上の）

支援が必要 

自らを傷つけ

る行為 

支 援 が

不要 

希に支援

が必要 

月に１

回以上 

週１回以上の支

援が必要 

ほぼ毎日（週５日以上の）

支援が必要 

他人を傷つけ

る行為 

支 援 が

不要 

希に支援

が必要 

月に１

回以上 

週１回以上の支

援が必要 

ほぼ毎日（週５日以上の）

支援が必要 

不適切な行為 
支 援 が

不要 

希に支援

が必要 

月に１

回以上 

週１回以上の支

援が必要 

ほぼ毎日（週５日以上の）

支援が必要 

突発的な行動 
支 援 が

不要 

希に支援

が必要 

月に１

回以上 

週１回以上の支

援が必要 

ほぼ毎日（週５日以上の）

支援が必要 

過食・反すう

等 

支 援 が

不要 

希に支援

が必要 

月に１

回以上 

週１回以上の支

援が必要 

ほぼ毎日（週５日以上の）

支援が必要 

てんかん 年１回以上 月に１回以上 週１回以上 

 

調査年月日    年  月  日 調査者 
 

フリガナ  
生年月日 

平成・令和 

    年   月   日 児童氏名  


